
地域再生計画 

 

１ 地域再生計画の名称 

成長可能性の高い分野で，高度人材を実践的に育成し，さらなる安定雇用を創造！ 

 

２ 地域再生計画の作成主体の名称 

  高知市 

 

３ 地域再生計画の区域 

  高知市の全域 

 

４ 地域再生計画の目標 

高知市は，総面積３０９.２２ｋ㎡を有し，人口は約３４万人を数え，高知県の産業

及び経済の中心として発展してきたが，人口減少やグローバル化・ＩＴ化の進展等によ

り，消費の域外流出や製造業の低迷等が続いている。さらに，リーマンショックの影響

もあり，経済及び産業情勢は悪化が進んでいる。 
また，高知市は産業基盤が弱く，慢性的に仕事不足の地域でもある。県全体でも，平

成元年以降，数回の好景気時にも，有効求人倍率は全国平均の半分程度しかなく，今後

全国的に景気が回復しても，本市は引き続き厳しい雇用情勢が続くことが予想される。 
そこで，平成 20 年度より，高知県が地域経済の持続的発展に向け，地産地消の徹底と

地産外商の推進等をテーマに「高知県産業振興計画」を策定し，産業振興及び雇用創造

を強力に推進している。 

高知市も，上記計画の具体的な取組である「高知市地域アクションプラン」を策定し

て３７件の事業に取り組んでおり，県や関係団体等と密接な連携の下，産業振興及び雇

用創造を強力に推進している。 

本事業では、「産業振興計画」や「地域アクションプラン」と連携し，かつ前回のパッ

ケージ事業の経験も活かし、今後特に市場成長の可能性が高い分野でより多くの安定雇

用を確実に創造するために、各分野で求められている高度人材を実践的に育成し，３年

間で２３５人の雇用創出を目標に，雇用の拡大と地域経済の活性化を目指す。 

 

本地域再生計画の支援措置である「地域雇用創造推進事業」における 

アウトカム指標                           単位：人 

 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 合 計 

雇用創出数 ４６ ９２ ９７ ２３５ 
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５ 目標を達成するために行う事業 

 

５－１ 全体の概要 

高知市は，今後特に成長の可能性が高い分野として，４つの重点分野（食品加工，観光，

産業間連携，介護）を設定し，地域雇用創造推進事業の活用により，各分野で抱える雇用

面の課題及び全分野共通で抱える雇用面の課題を解決するために人材育成事業等を実施し，

安定雇用の創造を図る。 

 

５－２ 法第５章の特別の措置を適用して行う事業 

該当無し 

 

５－３ その他の事業 

５－３－１ 地域雇用創造推進事業（Ｂ０９０２） 

地域雇用創造推進事業を活用し，以下の３つのメニュー（雇用拡大メニュー，人材育成

メニュー，就職促進メニュー）の実施により，各重点分野で求められる人材を育成し，同

分野での就職促進を図り，より多くの安定雇用を確実に創造する。 
なお，事業の実施にあたっては，高知市，高知商工会議所，高知県経営者協会及び有識

者で構成する「高知市雇用創出促進協議会」を実施主体とする。 

Ⅰ 雇用拡大メニュー 

（１）重点分野・ビジョナリーリーダー育成事業 

① 重点分野・中小企業人材活用力育成講座 

  重点分野（食品加工，観光，産業間連携）の経営者や管理人材を対象に，雇用拡

大を図る上で必要とされる，部下の“働きがいを高められる”『人材活用力』を実践

的に育成する。 

② 介護施設人材活用力育成講座 

  介護施設の施設長等を対象に，介護分野で雇用拡大を図る上で必要とされる，部

下の“働きがいを高められる”『人材活用力』を実践的に育成する。 

（２）産業間連携基盤技術力育成講座 

①平成 22 年度 

 ・金属材料を扱う製造現場で発生する欠陥・破損等の問題解決策を見出すスキル「機

器分析による不良解析技術」を習得するため，講義と様々な実習を実施する。 

・三次元測定の検査スキルを育成するため，測定機の特徴や用途について講義し，

その後様々な測定方法を実習する。 
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②平成 23 年度 

・①と同じく，三次元測定の検査スキルを育成する。 

③平成 24 年度 

・機械製品に組み込まれる制御ソフトウェアを開発するため，開発の流れやプログ

ラミングの専門知識習得を目指し，講義と実機を用いて実習する。 

Ⅱ 人材育成メニュー 

（１）重点分野・実践スキル育成事業 

重点分野で求められる人材に必要なスキルを実践的に育成するため，以下の流れで，

段階的に訓練を実施する。 

   基礎訓練  ⇒  実践訓練  （⇒  就職促進メニュー  ⇒  就職内定 ）  

○「基礎訓練」では，各重点分野で共通に求められる『基本スキル』を育成する。 

（以下の「①」） 

○「実践訓練」では，各重点分野で個別に求められる高度な『専門スキル』を，実際

の職業現場で実践，または同程度の実践的かつ困難な経験をすることにより育成す

る。（以下の「②～⑧」） 

①（基礎訓練）重点分野基本スキル訓練事業 

    どの重点分野で雇用される場合にも，必要とされる共通の『基本スキル』を育成

する。 

②（実践訓練）商談会販路拡大スキル実践訓練事業 

   食品加工分野で求められる『販路拡大スキル』を育成するため，現場でのフィー

ルドワークにより販路拡大に向けたグループワークを実施する。 

③（実践訓練）ビジネスフェア営業スキル実践訓練事業 

   食品加工分野で求められる，ビジネスフェア等での『営業スキル』を育成するた

め，実際に企業に出向き，営業活動を実践する。 

④（実践訓練）観光ガイド実践訓練事業 

  観光分野で求められる『ガイドによる観光資源ブラッシュアップ力』を育成する

ため，実際に観光施設に出向いてガイドを実践する。 

⑤（実践訓練）観光資源ブラッシュアップ実践訓練事業 

     求職者に加え，観光施設の中核人材等も対象に，観光分野で求められる『企画開

発による観光資源ブラッシュアップ力』を育成するため，実際に観光施設における

新企画の開発を実践する。 

⑥（実践訓練）日曜市提案型販売スキル実践訓練事業 

  求職者に加え，日曜市の出店者等も対象に，日曜市で求められる『提案型販売力』

を育成するため，実際に日曜市店舗で提案型販売を実践する。 

⑦（実践訓練）技術提案型営業スキル実践訓練事業 

   求職者に加え，産業間連携により高めた技術を活用して県外受注拡大に取り組む

企業の経営者や営業リーダー等も対象に，産業間連携分野で求められるスキル『技
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術提案型営業力』を育成する。 

⑧（実践訓練）ケアマインド実践訓練事業 

     介護施設で実際に介護支援を実践させることにより，介護の仕事を体験的に理解

させると共に，介護分野で求められる『ケアマインド』を育成する。 

⑨ 重点分野・実践スキル訓練支援事業 

     上記①～⑧の訓練による人材育成効果を高めるため，オリエンテーションやキャ

リアカウンセリング，成果発表会等を行い，就職意欲や成長意欲，自己効力感等の

向上を図る。また，面接会事前研修や模擬面接会を行い，面接スキルの向上も図る。 

Ⅲ 就職促進メニュー 

（１）重点分野・合同面接会 

○重点分野での就職促進を図るため，同分野で雇用意欲の高い企業等を高知市無料職

業紹介所と連携して開拓し，上記Ⅱ「（１）重点分野・実践スキル育成事業」の訓練

生全員を対象に，合同就職面接会を開催する。 

○面接会の事前に，専門家による面接指導も実施する。 

○さらに，企業の人事担当者等の前で面接体験を行い，改善点を具体的にアドバイス

する実践的な模擬面接会も実施する。 

（２）重点分野・就職促進情報発信事業 

○重点分野での就職促進を図るため，同分野の企業情報や「重点分野・実践スキル育

成事業」の各訓練事業情報等について，ホームページ上で発信する。 

○「重点分野・実践スキル育成事業」訓練生募集のため，新聞広告やチラシ等を作成

する。 

５－３－２ 高知市又は経済団体等で行う事業 

 （１）食品加工（食料品製造業）の推進 

    地域が一丸となり，強みである一次産業を活かすべく，農産物等の食品加工を推進

する。また，大都市圏や海外等に，加工した食品の販路を拡大するため，商談会開催

や見本市出展支援等も実施する。 

 （２）観光の振興 

    「龍馬伝」放送と連携し観光客誘致に取り組むと共に，観光消費額を高めるため，

滞在型観光推進や日曜市食ＰＲも実施する。 

 （３）産業間連携の推進 

    県・市・企業・民間団体等が一丸となり，産業間連携による製品開発等を支援する。

また，県外企業からの受注拡大に向けて，インターネットによるＰＲや商談会開催等

も実施する。 

 （４）介護分野の成長 

    介護分野の人材不足対策として，介護職員の専門能力向上・処遇改善に取り組む。

また，国の緊急雇用対策として，介護施設の追加整備を実施する。 
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６ 計画期間 

  地域再生計画認定の日から平成 25 年３月末まで 

 

７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 

地域雇用創造推進事業については，「Ⅱ 人材育成メニュー」に参加した求職者に対し，

就職が内定した場合，速やかに電話やメール等により，就職先及び雇用区分（常雇または

常雇以外）等を報告することを義務付けると共に，年度末，全参加者に対し「高知市地域

雇用創造推進事業 事業利用者アンケート調査票」を送付し，就職状況や就職先，雇用形

態，就職経路等について調査する。 

同様に，「Ⅰ 雇用拡大メニュー」に参加した企業に対しても，年度内の雇入れ数につい

て，企業からの報告及びアンケートにより調査する。 

さらに，上記アンケート調査等により事業の実施効果を分析し，次年度以降の改善に役

立てる。 

 

８ 地域再生計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事項 

   該当無し 
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